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 所管事務調査報告書 

 

本委員会は、所管事務調査を下記のとおり終了したので報告します。 

 

記 

 

１ 調査事項 

（１）農業振興施策について                     ４月６日 

（２）部活動の地域移行について          ４月２４日、５月１２日 

（３）町営住宅事業について                   ５月２３日 

  

２  調査結果  

（１）農業振興施策について 

   令和５年度における新規就農者支援に関する町事業と、農業振興施策に

関する計画について調査した。 

 

意見  

・新規就農者支援については、国の制度を活用し、軌道に乗るまでの道筋は

立てられているが、新たな人材の呼び込みや就農者が町へ残る様な施策につ

いては、町の独自支援において進めていくべきである。 

 ・農業振興策については、「食料・農業・農村基本計画」を基本方針として

計画しているが、農業の持続発展に対しては多くの課題があることから、町

にあった施策に集中した計画達成に努めるべきである。 

 

（２）部活動の地域移行について 

 令和６年度より実施となる地域移行について、県から示されているガイド

ラインの内容及び移行に伴う課題や検討事項等について調査した。 

 

 



意見 

・今後、想定される諸課題等について、各関係機関において共有を図り、実

施に向けて課題解決に努めていくべきである。 

・移行後は各種団体での受け皿整備が必須であることから、ニーズ等の実態

把握をし、体制整備を行うべきである。 

 

（３）町営住宅事業について 

復興公営住宅の譲渡処分と既存町営住宅からの移転について、本町の方

針及び今後の予定について調査を実施した。 

 

意見 

・譲渡については、入居者の恒久的な居住確保及び町の維持管理費の軽減な 

どの効果が見込まれることから、希望者に対し、町独自支援制度の説明を尽 

くすべきである。 

・長寿命化計画の適正な見直しを実施し、既存町営住宅からの移転対象者に

対して、今後も安心して居住できるよう、早期に説明会を行うべきである。 

 

 


